
国際再生可能エネルギー機関（ＩＲＥＮＡ）第１１回総会 

鷲尾外務副大臣ご発言（和文仮訳） 

 

総会議長、フランチェスコ・ラ・カメラ事務局長、御列席の皆様、 

日本の外務副大臣を務める鷲尾英一郎です。新型コロナウイルス感

染症の拡大が世界を脅かす中、再エネは、唯一供給を拡大しているエネ

ルギー源です。ラ・カメラ事務局長の強いリーダーシップによるＩＲＥＮＡの

揺るがぬ貢献に、改めて感謝申し上げます。 

 

カーボンニュートラルは人類が成し遂げるべき世界的な目標ですが、

その実現のためのハードルの高さは、各国によって様々で、実現のため

の道筋も一本ではありません。昨年１０月、我が国は２０５０年までに温室

効果ガス排出を実質ゼロとする、カーボンニュートラルの実現を目指す旨

宣言しました。 

たとえば、我が国のようにエネルギー資源が乏しい国々では、カーボン

ニュートラルの実現には、再エネ導入を最大限進めつつ、技術とイノベー

ションを総動員する必要があります。 

その一環として、我が国は、昨年末に、洋上風力、水素、蓄電池、カー

ボンリサイクル等、１４の技術分野に重点を置き、各分野での達成目標を



定めました。これらの野心的な研究開発に対し、総額約２００億米ドルの

基金を創設し、１０年間継続して支援します。また、技術革新の成果を待

つことなく、２０２５年までの５年間に集中して、再エネ等の既存の脱炭素

技術のモデルケースを国内各地に創り出し、次々と地域の「脱炭素ドミノ」

を起こしていきたいと考えています。 

途上国の脱炭素化のための支援も重要です。ＪＩＣＡ（国際協力機構）

では、たとえば、ヨルダンにおいて、再エネの系統統合と電力の安定供給

促進を目的とした、運用や保守点検にかかるプロジェクトを実施中です。 

 

再エネの大量導入を世界規模で実現するためには、その裨益だけで

なく、潜在的な課題にも向き合わなければなりません。たとえば、以下の

３点を指摘いたします。 

第一に、調整力の確保や電力システム全体のコスト評価等について

は、各国の事情に応じた現実的な議論が必要です。 

第二に、ＩＲＥＮＡの報告書でも指摘されているとおり、再エネの導入、

普及に欠かせない蓄電池やモーターには様々な鉱物資源が用いられて

おり、これらの限りある資源を如何にして確保していくかは、我々が共に

考えていかなければならない課題です。 

第三に、蓄電池や太陽光パネル等の大量廃棄への対処にも取り組



んでいく必要があります。これは、我が国が昨年ＩＲＥＮＡ総会で提起しま

した。既に、我が国では、これらのリサイクル設備の導入及び技術開発

のための企業支援や、ＪＩＣＡによる途上国向け技術研修の実施に着手し

ています。 

 

このような課題を議論するのに、ＩＲＥＮＡは最もふさわしい国際機関

です。今後、ＩＲＥＮＡの場で、各国が協調して一歩ずつ着実にこれらの課

題を解決していけると確信しております。ご静聴ありがとうございました。 

                                                                   


